
                                                        

令和４年度戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の実施方針 

 

令 和 ４ 年 ３ 月 ３ 日 

ガバニングボード決定 

 

「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26年５月 23日 総合科学技術・イノベー

ション会議決定）に基づき、令和４年度に研究開発を実施する対象課題、プログラムディレクター、研究開発

計画の基本的事項及び対象課題ごとの配分額を次のとおり定める。 

また、未配分額 30.79億円については、次期 SIPに向けた配分及び年度途中に機動的に対応すべき事項が生

じた場合等に対応するための経費として留保する。 

 

配分額：249.21 億円  

対象課題 プログラムディレクター 研究開発計画の基本的事項 
配分額

（億円） 

ビッグデータ・AI

を活用したサイバ

ー空間基盤技術 

安西 祐一郎 

独立行政法人日本学術振興会 

顧問・学術情報分析センター所

長 

本分野における国際競争力を維持・強化

するため、世界最先端の、実空間におけ

る言語情報と非言語情報の融合によるヒ

ューマン・インタラクション技術（感

性・認知技術開発等）、データ連携基

盤、ＡＩ間連携を確立し、社会実装す

る。 

21.35 

フィジカル空間デ

ジタルデータ処理

基盤技術 

佐相 秀幸 

東京工業大学 特任教授 

本分野における国際競争力を維持・強化

するため、高機能センシング、高効率な

データ処理及びサイバー側との高度な連

携を実現可能とする世界最先端の基盤技

術を開発し、社会実装する。 

16.10 

IoT 社会に対応し

たサイバー・フィ

ジカル・セキュリ

ティ 

後藤 厚宏 

情報セキュリティ大学院大学  

学長 

セキュアな Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０ の実現

に向けて、様々なＩｏＴ機器を守り、社

会全体の安全・安心を確立するため、中

小企業を含むサプライチェーン全体を守

ることに活用できる世界最先端の『サイ

バー・フィジカル・セキュリティ対策基

盤』を開発するとともに、米欧各国等と

の連携を強化し、国際標準化、社会実装

を進める。 

18.22 

自動運転（システ

ムとサービスの拡

張） 

葛巻 清吾 

トヨタ自動車(株) 

先進技術開発カンパニー 

Fellow 

自動運転に係る激しい国際競争の中で世

界に伍していくため、自動車メーカーの

協調領域となる世界最先端のコア技術

（信号・プローブ情報をはじめとする道

路交通情報の収集・配信などに関する技

術等）を確立し、一般道で自動走行レベ

ル３を実現するための基盤を構築し、社

会実装する。 

27.85 

資料４ 



統合型材料開発シ

ステムによるマテ

リアル革命 

三島 良直 

国立研究開発法人日本医療研究

開発機構 理事長 

我が国の材料開発分野での強みを維持・

発展させるため、材料開発コストの大幅

低減、開発期間の大幅短縮を目指し、世

界最先端の逆問題マテリアルズインテグ

レーション（性能希望から最適材料・プ

ロセス・構造を予測）を実現・社会実装

し、超高性能材料の開発につなげるとと

もに信頼性評価技術を確立する。 

18.40 

光・量子を活用し

たＳｏｃｉｅｔｙ

５.０実現化技術 

西田 直人 

株式会社東芝 特別嘱託 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を実現する上での極

めて重要な基盤技術であり、我が国が強み

を有する光・量子技術の国際競争力上の優

位をさらに向上させるため、光・量子技術

を活用した世界最先端の加工（レーザー加

工等）、情報処理（光電子情報処理）、通

信（量子暗号）の開発を行い、社会実装す

る。 

21.89 

スマートバイオ産

業・農業基盤技術 

小林 憲明 

キリンホールディングス

（株）取締役常務執行役員 

我が国のバイオエコノミーの持続的成

長を目指し、農業を中心とした食品の生

産・流通からリサイクルまでの食産業の

バリューチェーンにおいて、「バイオ×

デジタル」を用い、農産品・加工品の輸

出拡大、生産現場の強化（生産性向上、

労働負荷低減）、容器包装リサイクル等

の「静脈系」もターゲットとした環境負

荷低減を実現するフードバリューチェ

ーンのモデル事例を実証する。 

20.13 

ＩｏＥ社会のエネ

ルギーシステム  

柏木 孝夫 

東京工業大学 特命教授・名誉

教授 先進エネルギーソリュー

ション研究センター長 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.０時代のＩｏＥ(Ｉｎ

ｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｅｎｅｒｇｙ)社会実

現のため、エネルギー需給最適化に資す

るエネルギーシステムの概念設計を行

い、その共通基盤技術（パワエレ）の開

発及び応用・実用化研究開発（ワイヤレ

ス電力伝送システム）を行うとともに、

制度整備、標準化を進め、社会実装す

る。 

10.77 

国家レジリエンス

（防災・減災）の強

化 

堀 宗朗 

国立研究開発法人 海洋研究開

発機構 付加価値情報創生部門 

部門長 

大規模災害時に、衛星、ＡＩ、ビッグデ

ータ等の最新の科学技術を活用して、国

や市町村の意思決定の支援を行う情報シ

ステムを構築し、社会実装を推進する。 

22.37 

ＡＩホスピタルに

よる高度診断・治

療システム 

中村 祐輔 

公益財団法人がん研究会 がん

プレシジョン医療研究センター

所長 

ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ技術を用い

た『ＡＩホスピタルシステム』を開発・

構築することにより、高度で先進的な医

療サービスの提供と、病院における効率

化（医師や看護師の抜本的負担軽減）を

実現し、社会実装する。 

27.60 



スマート物流サー

ビス 

田中 従雅 

ヤマト運輸(株) 

執行役員 

サプライチェーン全体の生産性を飛躍的

に向上させ、世界に伍していくため、生

産、流通、販売、消費までに取り扱われ

るデータを一気通貫で利活用し、最適化

された生産・物流システムを構築すると

ともに、社会実装する。 

9.32 

革新的深海資源調

査技術 

石井 正一 

日本 CCS 調査（株） 顧問 

我が国の排他的経済水域内にある豊富な

海洋鉱物資源の活用を目指し、我が国の

海洋資源探査技術を更に強化・発展さ

せ、本分野における生産性を抜本的に向

上させるため、水深２０００ｍ以深の海

洋資源調査技術を世界に先駆けて確立・

実証するとともに、社会実装する。 

27.05 

 

※「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（最終改訂平成 31年２月 27日総合科学技術・イ

ノベーション会議決定）に基づき、上記配分額とは別に、SIPの実施にあたって必要となる PDに係る経費、

ガバニングボード、推進委員会及び有識者による委員会の運営に係る経費、機動的な調査に係る経費等を事

務局運営経費として、8.16億円充当する。 

 

（注）上記課題への配分額及び事務局運営経費は政府予算成立をもって確定し、それぞれ各管理法人等、内閣

府に配分する。 


